
令和５年度地方創生臨時交付金を活用して実施した事業  №1 

【事業名】 

 住民税非課税世帯等支援給付金給付事業 

【担当課】 

 福祉課 

【事業の概要】 

 コロナ禍における電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に家計

への影響が大きい住民税非課税世帯等に対し、給付金を支給する。 

【総事業費】 

 150,597,593円 

（うち臨時交付金充当） 

 150,597,000円 

【実施状況】 

 住民税非課税世帯等に対し、給付金を支給する。（1世帯当たり 30,000円） 

 

【実施時期】 

 令和５年６月～令和６年３月 

【事業の効果】 

住民税非課税世帯など 4,580 世帯に対し給付金を

支給し、光熱費をはじめとした物価高騰の影響等の

負担軽減と生活の安定を図るための支援を行った。 

充当経費 

〇住民税非課税世帯等支援給付金 137,400,000円 

○消耗品費 42,867円 

○通信運搬費 12,453円 

○手数料 1,006,720円 

〇システム構築委託料 4,772,460円 

〇給付金給付事業運営業務委託料 7,363,093円 



令和５年度地方創生臨時交付金を活用して実施した事業  №2 

【事業名】 

 障害者福祉施設原油価格・物価高騰対策支援金給付事業 

【担当課】 

 福祉課 

【事業の概要】 

 新型コロナウィルス感染症が長期化する中で、原油価格・物価高騰により影響を受け

ている町内の障害者福祉施設を支援するため、支援金を給付する。 

【総事業費】 

 6,813,000円 

（うち臨時交付金充当） 

 3,407,000円 

【実施状況】 

 原油価格・物価高騰により影響を受けている町内の障害者福祉施設を支援するため、

支援金を給付した。 

【実施時期】 

 令和５年４月～令和６年３月 

【事業の効果】 

町内の障害者福祉施設の事業継続及び雇用の維持

が図られた。 充当経費 

〇原油価格・物価高騰対策支援金 

 障害者施設 6,813,000円（33施設） 



令和５年度地方創生臨時交付金を活用して実施した事業  №3 

【事業名】 

 保育施設原油価格・物価高騰対策支援金給付事業 

【担当課】 

 子育て支援課 

【事業の概要】 

 新型コロナウィルス感染症が長期化する中で、原油価格・物価高騰により影響を受け

ている町内の保育施設を支援するため、支援金を給付する。 

【総事業費】 

 4,767,500円 

（うち臨時交付金充当） 

 2,458,000円 

【実施状況】 

 原油価格・物価高騰により影響を受けている町内の保育施設を支援するため、支援金

を給付した。 

【実施時期】 

 令和５年４月～令和６年３月 

【事業の効果】 

町内の保育施設の事業継続及び雇用の維持が図ら

れた。 充当経費 

〇保育施設物価高騰支援金 

 保育施設 4,767,500円（14施設） 



令和５年度地方創生臨時交付金を活用して実施した事業  №4 

【事業名】 

 高齢者福祉施設原油価格・物価高騰対策支援金給付事業 

【担当課】 

 高齢介護課 

【事業の概要】 

 新型コロナウィルス感染症が長期化する中で、原油価格・物価高騰により影響を受け

ている町内の高齢者福祉施設等を支援するため、支援金を給付する。 

【総事業費】 

 35,202,000円 

（うち臨時交付金充当） 

 17,601,000円 

【実施状況】 

 原油価格・物価高騰により影響を受けている町内の高齢者福祉施設等を支援するた

め、支援金を給付した。 

【実施時期】 

 R5.4～R6.3 

【事業の効果】 

町内の高齢者福祉施設等の事業継続及び雇用の維

持が図られた。 充当経費 

〇原油価格・物価高騰対策支援金 

 高齢者施設 35,202,000円（44施設） 



令和５年度地方創生臨時交付金を活用して実施した事業  №5 

【事業名】 

 保育施設等給食費補助事業 

【担当課】 

 子育て支援課 

【事業の概要】 

 新型コロナウィルス感染症の長期化により、食材の物価が高騰し、町内保育施設等が

園児に対し供給している給食の内容を、栄養バランスや量を保つことができない状況

であるため、内容を保つために保護者の負担を増やすことのないよう保育施設等に給

食費を補助する。 

【総事業費】 

 11,490,672円 

（うち臨時交付金充当） 

 5,745,000円 

【実施状況】 

 食材の物価高騰に伴って保護者の負担を増やすことのないよう、保育施設等に給食

費を補助した。 

【実施時期】 

 令和５年４月～令和６年３月 

【事業の効果】 

食材の物価が高騰する中、町内保育施設等におけ

る給食費の保護者負担を増やすことなく、給食を提

供することができた。 

充当経費 

〇保育施設等給食費支援金 11,490,672円（12施設） 

 ※園児 1人あたり月 640円（上限）を補助 

（1週間あたり 6日給食（主食及び副食）を提供した場合） 



令和５年度地方創生臨時交付金を活用して実施した事業  №6 

【事業名】 

 学校給食食材価格高騰分支援事業 

【担当課】 

 学校教育課 

【事業の概要】 

 新型コロナウィルス感染症の長期化により、食材の物価が高騰し、町内小中学校が児

童生徒に対し供給している給食の内容を、栄養バランスや量を保つことができない状

況であるため、内容を保つために保護者の負担を増やすことのないよう学校施設に給

食費を補助する。 

【総事業費】 

 16,562,462円 

（うち臨時交付金充当） 

 16,562,000円 

【実施状況】 

 食材の物価高騰に伴って保護者の負担を増やすことのないよう、学校施設に給食費

を補助した。 

【実施時期】 

 令和５年４月～令和６年３月 

【事業の効果】 

食材の物価が高騰する中、町内学校施設における

給食費の保護者負担を増やすことなく、給食を提供

することができた。 

充当経費 

〇学校給食食材料費 16,562,462円（小学生 1食当たり 20円、中学生 1食当たり 22

円を補助） 
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【事業名】 

 電力・ガス・物価高騰等中小企業支援対策事業 

【担当課】 

 自治振興課 

【事業の概要】 

 コロナ禍において、長期化する電気・ガス料金等のエネルギー価格高騰により経営負

担を強いられている町内の中小企業の負担を軽減するため、事業者が使用した電気・ガ

ス・水道の費用の一部を補助する。 

【総事業費】 

 18,528,294円 

（うち臨時交付金充当） 

 9,314,000円 

【実施状況】 

 エネルギー価格高騰により影響を受けている町内の中小企業を支援するため、支援

金を給付した。 

【実施時期】 

 令和５年９月～令和６年２月 

【事業の効果】 

コロナ禍においてエネルギー価格高騰の影響を受

けている町内の中小企業の事業継続を支援すること

ができた。 

充当経費 

〇会計年度任用職員（事務員） 196,950円 

○消耗品費 42,977円 

〇印刷製本費 23,100円 

○通信運搬費 40,119円 

○委託料 203,148円 

〇電力・ガス・物価高騰等中小企業支援金 18,022,000円（390件） 
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【事業名】 

 省エネ家電買い替え促進事業 

【担当課】 

 環境課 

【事業の概要】 

 コロナ禍において電力・ガス等、エネルギー価格高騰の影響を受けている町民に対

し、省エネルギー性能の高い家電への買い替えにより家庭のエネルギー費用負担の軽

減を図ることを目的に、買い替え費用の一部を補助する。 

【総事業費】 

 32,278,100円 

（うち臨時交付金充当） 

 32,278,000円 

【実施状況】 

 省エネ家電製品への買換え費用の一部を補助した。 【実施時期】 

 令和５年９月～令和６年３月 

【事業の効果】 

省エネルギー性能の高い家電への買い替えを促進

することにより、家庭のエネルギー費用負担を軽減

するとともに、地球温暖化防止対策への関心を高め、

温室効果ガス排出量の削減につなげることができ

た。 

充当経費 

〇省エネ家電買い替え促進補助事業委託料（補助金含）32,278,100円 

 うち補助額 

 ・エアコン 11,010,000円 （271台） 

 ・冷蔵庫  15,371,000円  （426台） 



令和５年度地方創生臨時交付金を活用して実施した事業  №9 

【事業名】 

 下水道事業者への電力価格高騰対策支援事業 

【担当課】 

 下水道課 

【事業の概要】 

 府中町下水道事業に対し、コロナ禍による電気料金の高騰に対応する経費を支援す

ることにより、下水道事業の安定的な運営を図る。 

【総事業費】 

 5,601,000円 

（うち臨時交付金充当） 

 5,601,000円 

【実施状況】 

 府中町下水道事業に対し、コロナ禍による電気料金の高騰に対応する経費を支援し

た。 

【実施時期】 

 令和５年４月～令和６年３月 

【事業の効果】 

下水道事業の安定的な運営を図り、ポンプ場施設

等を適切に維持管理することができた。 充当経費 

○光熱水費 5,601,000円 
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【事業名】 

 公共施設光熱水費高騰対策事業 

【担当課】 

 財政課 

【事業の概要】 

 物価高騰により、直接住民の利用に供する公共施設の電気料金の高騰に対応する経

費を支援することにより、安定的な運営を図る。 

【総事業費】 

 44,304,455円 

（うち臨時交付金充当） 

 30,339,000円 

【実施状況】 

 直接住民の利用に供する公共施設に対し、コロナ禍による電気料金の高騰に対応す

る経費を支援した。 

【実施時期】 

 令和５年４月～令和６年３月 

【事業の効果】 

直接住民の利用に供する公共施設の安定的な運営

が図られた。 充当経費 

〇光熱水費 44,304,455円 

【対象施設】 

小学校（5校）、中学校（2校）、図書館、公民館（2館）、揚倉山健康運動公園、コミュ

ニティ施設（3施設）、交流センター（2施設）、老人福祉センター、空城山公園、くす

のきプラザ 


